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研究成果の概要（和文）：Hedges et al. (2012) が提案した標準化平均値差に対して，線形トレンドを仮定し
た場合にその影響を除去して処置効果を評価するための標準化効果量について検討を行った。
ベースライン期と処置期の評価時点についてある合理的な仮定が成り立っていれば，処置効果は経過時間と処置
の交互作用を個人間分散と個人内分散の和の平方根によって標準化することで，処置なしに生じる自然な線形ト
レンドの影響を除去した標準化された効果量が提案できることがわかった。
検定力分析については，母集団効果量が大きいと考えるほど信頼区間は広くてよいと考えていることになるとい
う解釈が正確度分析との比較で成り立つことがわかった。

研究成果の概要（英文）：Based on the standardized effect size by Hedges et al. (2012), this study 
investigated a standardized effect size which evaluates the "pure" treatment effect by excluding the
 a natural linear trend over both the baseline and treatment phases if it exists. 
Under some reasonable constraints, this study shows that a treatment effect corresponds to the 
interaction between time and treatment, which can be standardized by the square root of the sum of 
inter- and intra-individual variances. 
Through this study, a new perspective on the statistical power analysis was also proposed; that is, 
the larger population effect size a researcher assumes, the wider confidence interval the researcher
 allows. This perspective is significant when we shed a light on the power analysis by comparing it 
with the precision analysis. 

研究分野：心理統計学

キーワード： ABデザイン
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様	 式	 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景	
	
	 単一事例実験とは，一人の被験者の介入前
後のデータを経時的に収集することで，介入
の効果を評価する方法である。	
実験的研究では複数の被験者からデータを得
ることが一般的であるが，教育心理学の研究
では単一事例実験も有効な手法として利用さ
れてきた(Kratochwill,	1985)。単一事例実験
の特徴は，個人内の変化をその事例の特殊性
と絡めて詳細に記述できることである。	
	 単一事例実験の効果は，得られたデータを
グラフ化したものによって視覚的に評価され
ることが多かった。	
こうした方法については判断の客観性や信頼
性 が 低 い と い っ た 批 判 も 多 い (Park,	
Marascuilo,	&	Gaylord-Ross,	1990)。	
一方，データから統計的な指標を算出して効
果の大きさを評価したり，効果の有無を統計
的検定により判断する方法も，データの視覚
的判断に代わるものとして数多く提案されて
いる(Franklin,	Allison,	&	Gorman,	1996)。	
	 複数の被験者を対象にした実験と同じよう
に，単一事例実験でも実験効果を評価するた
めの効果量が提案されている。例えば，Busk	
&	 Serlin	 (1992)	や	 Van	 den	 Noortgate	 &	
Onghena	(2008)	は，被験者間の 2 群比較で一
般的に用いられる	Cohen	の効果量	d	を参考
に，ベースライン期の平均 Mbと処置期の Mtの
差をフェーズ内の標準偏差 Swで割ったものを
単一事例実験の効果量として用いることを提
案している。	
	 一方，Shadish,	 Hedges,	 &	 Pustejovsky	
(2014)	は，この定義にはケース間の得点のば
らつきが含まれていないため，効果量の値を
被験者間 2 群比較で得られる d の値と直接比
較することは出来ないとしてきした。その上
で，彼らはフェーズ内の標準偏差 Swとケース
間の標準偏差 Sbの両方を用いて平均値差を標
準化することで，Cohen の d と直接可能な効
果量を提案している。	
	
２．研究の目的	
	
	 これまで提案されてきた単一事例実験の効
果量は，いずれも観測値にトレンドがないこ
とを仮定している。トレンドとは，フェーズ
内で見られる観測値の規則的な増加（減少）

傾向のことである。トレンドのあるデータに
従来の効果量を適用すると，実際には観測値
が単調に増加し続けているだけでもフェーズ
間には平均値差が現れるから，これをもって
実験効果があったと評価されかねない。（下の
図を参照のこと。）	
	
	 単一事例実験の結果にはしばしばトレンド
が観察されるという知見を考慮すれば，平均
値差の評価はトレンドの影響を除去して行う
のが適切であろう。	
また，介入がトレンド自体の変化に影響を及
ぼすのであれば，トレンドの変化そのものが
平均値差の影響を除去した上で評価されなく
てはならない。	
	 そこで本研究は，平均値の変化とトレンド
の変化を別に評価できるよう単一事例実験の
効果量を改良することを目的とする。	
	
３．研究の方法	
	
３−１	
	 Hedges,	 Pustejovsky,	 &	 Shadish	 (2012)	
が提案した単一事例実験における効果量
ES(標準化平均値差)について検討を行った。
Cohen の d が処置の群内平均平方にもとづい
て平均値差を標準化しているのに対し，
Hedges らの ES は時点(セッション)の群内平
均平方にもとづいて平均値差を標準化してい
る。異なった平方和の分割にもとづく効果量
が標本変動においてどのような違いを見せる
のか，また ES（d）は平均値差を同じ意味で標
準化しており相互比較可能であるのか検討す
るために，メタ分析により標本効果量を統合
するという想定の下でシミュレーションを行
った。	
	
３−２	
	 検定力分析の必要性は心理学研究において
古くから指摘されており，アメリカ心理学会
等の指針においても行われることが強く推奨
されている。一方，正確度分析とは信頼区間
の幅を母集団効果量推定の正確さと考え，そ
の幅を一定以下に抑える観点から標本サイズ
を設計することである。検定結果のみを関係
性や効果の有無を表すものとして報告するこ
との弊害についても数多くの指摘があり，分
析結果の報告においては効果量の信頼区間を
報告することも多くの学会によって推奨され
ている。ここで，検定と推定にはよく知られ
た密接な関係がある。すなわち，効果量の信
頼区間がゼロを含まないということと，検定
において母集団効果量をゼロとした帰無仮説
が検定おいて棄却されることは同等だという
ことである。このことは，検定力分析と正確
度分析についても別個に扱われるのではなく，
それらを統合的に解釈することの必要性を示
唆している。しかしながら，現実的にはこれ
らの	関係性について言及されることはこれ
までほとんどなく，標本サイズの設計式も検
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2. 期限内で明らかにすること
(a) 従来の効果量の問題点と改良
これまで提案されてきた単一事例実験の効果量は、いずれも観測値にトレンドがないことを仮定し

ている（図 1左）。トレンドとは、フェーズ内で見られる観測値の規則的な増加（減少）傾向のことで
ある。トレンドのあるデータに従来の効果量を適用すると、実際には観測値が単調に増加し続けてい
るだけでもフェーズ間には平均値差が現れるから、これをもって実験効果があったと評価されかね
ない（図 1右）。単一事例実験の結果にはしばしばトレンドが観察されるという知見を考慮すれば、平
均値差の評価はトレンドの影響を除去して行うのが適切であろう。また、介入がトレンド自体の変化
に影響を及ぼすのであれば、トレンドの変化そのものが平均値差の影響を除去した上で評価されなく
てはならない。そこで本研究は、平均値の変化とトレンドの変化を別に評価できるよう単一事例実験
の効果量を改良することを第一の目的とする。

!"

#"

$"

%"

&"

'"

("

)"

*"

+"

#!"

#" $" %" &" '" (" )" *" +" #!"

!"#$%&'(

)*'(
!"

#"

$"

%"

&"

'"

("

)"

*"

+"

#!"

#" $" %" &" '" (" )" *" +" #!"

!"#$%&'(

)*'(

図 1: トレンドがない場合（左）とある場合（右）の例

(b) 改良した効果量に基づく検定力分析
Shadish et al. (2014) は、彼らの提案した効果量にもとづいて検定力分析を行う方法を提案した。

その結果、米国教育省の指針通りの観測時点数では、検定力が低くなりすぎることを見いだしている。
一方で、トレンドの存在を考慮しない効果量を用いている限り、こうした検定力分析にも不十分な

点があると言わざるを得ない。そこで本研究は、改良した効果量をもとに検定力分析を行い、トレン
ドを踏まえた最適な実験デザインを統計的に決定する方法を提供することを第二の目的とする。

3. 学術的な特色・独創的な点・予想される結果と意義など
本研究は、単一事例実験におけるトレンドを効果量を用いて適切に評価できるようにする点が新し

く、また実用的にも意義が大きいものである。メタ分析によって効果量が統合されることも考えれ
ば、本研究は実験効果としてより適切かつ確実な情報を提供することに貢献するものである。
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定力分析と正確度分析それぞれが別個に提示
されるにとどまってきた。	
	
４．研究成果	
	
４−１	
	 ES は dに比べて全体的に小さめの値をとる
ことがわかった。ただし，標本効果量につい
て，	
(1)母集団効果量δは絶対値そのもの	
(2)級内相関係数はプラス方向	
(3)1 次の自己相関はマイナス方向	
(4)統合するケースの数はマイナス方向	
というバイアスを生じさせることから，ES と
d のどちらかが常にδに近いとは言えないこ
とがわかった。また，バイアスが(プラスマイ
ナスどちらでも)大きくなるような条件であ
るほど d>ES の傾向は顕著であった。従って，
マイナス方向のバイアスがかかる条件ではES
のバイアスがより大きくなり，プラス方向の
バイアスがかかる条件では ES のバイアスは
より小さくなると言える。	
	 下の表は，データの規模が小さい場合，か
つデータが完全無作為に発生しているという

条件の下でのシミュレーションの結果を表し
たものである。（級内相関係数，１次の自己相
関について操作した場合のシミュレーション
結果については，紙幅の関係上本報告書では
割愛する。）	
	
	
引き続き，級内相関や自己相関に関する補正
を行った場合の標本効果量の統計的性質につ
いて検証する必要がある。	
	
	
４−２	
	 独立な 2 群の平均の比較に関して，検定力
分析と正確度分析の関係について検証したと
ころ，以下のことが明らかになった。まず，	
母集団標準偏差を既知とした場合，検定力は
母集団効果量δと標本効果量の信頼区間の幅
w との比 T(と有意水準)によって定まること	
がわかった。具体的には，例えば T=1.0 の場
合の検定力は 97.5%に相当し，T=0.5 の場合は
検定力 50%となっていた。逆にいうと，ある一	
定の検定力を満たす標本サイズを求めようと
する場合，母集団効果量が大きいと考えるほ
ど，信頼区間幅は広くてよい(すなわち推定	
の正確さは低くてかまわない)と考えている
ことになるということである。	
	 母集団効果量と標本効果量の信頼区間の幅
との比と検定力との関係について示したもの
が下の図である。	
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４−３	
	 線形トレンドのある(AB)^1デザインについ
て，トレンドを考慮した効果量の標準化につ
いて検討を行った。ただし，応答変数は量的
な連続変数とする。トレンドがある場合，当
然のことながらベースライン期，処置いずれ
についてもどの時期を評価の対象として選ぶ
かによって応答変数の平均値差は異なってく
る。もっとも，縦断的な研究に限らず，実験群
と統制群を対象とした横断的な集団比較にお
いても，その背後にトレンドが存在すること
を想定することは自然である。さて，Y を応答
変数，X を処置を表すダミー変数，T を経過時
間とすると，ここでのモデルは	
	
	 	 	 	 Y=α+βT+δX+γTX+e	
	
と表すことができる。α，β，δ，γ はそれ
ぞれ切片，時間の主効果，処置の主効果，時
間と処置の交互作用効果に相当する。ここで
は，切片 α を変量効果と考える。(α 以外に
変量効果を仮定すると，2群のデータの等分散
性が失われるため，そもそも Cohen's	 d と比
較可能な標準化指標を設定することができな
くなる。) ここでべースライン期における評
価時点を TC，処置期における評価時点を TEと
し，仮に TE	=	2TCなる仮定を置くとすると，
自然なトレンド変化を除去した場合の平均値
差はいわゆる「差の差分析」の効果の大きさ
γTC	 に相当することが導かれる(ただし，通
常の「差の差分析」と異なり，2 時点のデータ
だけ用いるわけではない)。時間の単位は任意
であるから，TC=1 と設定すれば効果の大きさ
はγで評価できることになる。モデル上，デ
ータのばらつきを発生させる要因	は α の SD
とeのSDであるから，これらをそれぞれσα，
σeとおくと，処置効果 γ は	
	
	 	 	 	 d=γ/√(σα

2+σe
2)	

	
と標準化できることがわかる。		
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